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要旨 

日本の「失われた 20 年」の間、地方の周辺地域では過疎化、高齢化、経済的衰退、そし

て地域社会の崩壊が深刻化した。この危機を契機に、2000 年代初頭にはコミュニティ通貨

（CC）ブームが起こった。その特徴は、主に非換金的で非商業的な「エコマネー」が支配

的であることにあった。行政主導で一時的な補助金に依存していたこれらのエコマネー制

度の大部分は、様々な国際的なコミュニティ通貨の実験と同様に、構造的な流通上の停滞

や法定通貨への急速な換金により、最終的には長期的存続を果たせなかった。このような

高い脱落率を特徴とする世界の状況に挑戦するものとして、北海道更別村の公共福祉型コ

ミュニティ通貨「サラリ」は、2008 年の開始以来、18 年間にわたって継続的な運営を維

持することに成功している。本稿では、「進化的制度設計」および「コミュニティ・ドッ
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ク」という参加型アクション・リサーチの枠組みを通じて、サラリの並外れた長寿を可能

にした制度的条件とその根底にあるメカニズムを探究する。 

市場を静的なトップダウン型の価格メカニズムとしてモデル化する新古典派の「メカニズ

ム・デザイン」とは対照的に、「進化的制度設計」に基づく「メディア・デザイン」は、

コミュニティ通貨を、市場、国家、市民間の相互扶助を動的に調整させる統合型コミュニ

ケーションメディアとして再定義する。方法論的には、本研究は 20 年近くにわたる縦断

データを検証する。具体的には、初期のアクションリサーチ評価（2006 年および 2011

年）と、スマートシティ研究所（SCI-Japan）が開発した「住みよいウェルビーイング都

市指標（LWCI）」を活用した最近の追跡分析（2022 年～2025 年）である。 

私たちの結論は、サラリの長期的な持続可能性が、相互に関連する 5つの構造的柱の複合

的な結果であることを示している。(1) 国の「構造改革特区」によって可能となった、適

応性のある複数回循環型商品券制度、(2) 地域の経済活動と非営利のボランティアによる

相互扶助を構造的に調和させる、レジリエントで住民主導の NPOガバナンスモデル、 (3) 

補助金への依存ではなく、自治体施設管理契約を通じて財政的自律性を確保する強力な行

政的共創；(4) コミュニティカフェなどの対面型コミュニケーションインフラと結びつい

た安定した中核的リーダーシップ；および(5) 恒常的なシステム的フィードバックを提供

し、制度的正当性と信頼を強化する「コミュニティ・ドック」枠組みを通じた、大学と地

域社会の継続的な連携。さらに、因子分析によると、このコミュニティ通貨は、高い地域

コミュニティの絆、子育て環境、および住民の自己効力感の拡大（2025 年には 69.1点に

達する）を確保する制度的安定化要因として効果的に機能しているものの、地方における

ウェルビーイングの二極化に対処するためには、空間的・デジタルな計画と統合されなけ

ればならないことが明らかになった。 

キーワード 

1. コミュニティ通貨 

2. 持続可能性 

3. ウェルビーイング 

4. 進化的制度設計 

5. コミュニティ・ドック 
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はじめに：なぜコミュニティ通貨は長期的に持続不可能なのか？ 

1.1 2000 年代の日本におけるコミュニティ通貨ブーム以来、「サラリ」はな

ぜ存続してきたのか？ 

日本の「失われた 20 年」の中で、北海道をはじめとする地方では、過疎化、少子化、高齢

化、経済の衰退、コミュニティの崩壊が深刻化し、2000 年代初頭にコミュニティ通貨（CC）

ブームが巻き起こった。2003 年末時点で、日本国内には 600 以上の地域通貨が流通してい

た（Lietaer,2004）。しかし、地域通貨の数は 2005 年にピークを迎えた後、次第に減少してい

った（泉、2013）。 

 

日本全国で数多くの「エコマネー」が登場し、それらは現金への交換不可、商業取引での使

用不可、そして相互扶助やボランティア活動への限定使用を特徴としていた。北海道では、

栗山町の「クリン」が、比較的規模が大きく（参加者数百人）、長期間（約 10 年）にわたっ

て継続した試みであった（長谷川, 2013）。しかし、行政主導で補助金に依存したエコマネー

は、結局、長続きしなかった(Nishibe, 2012b, 西部, 2013)。 

 

さらに、法定通貨と換金できない紙幣ベースのコミュニティ通貨や、LETS のような口座ベ

ースの相互信用システムが全国で導入され、これらはボランティア活動や相互扶助だけで

なく、地元のお店での買い物代金の一部として使われた。コミュニティ通貨ブームは、国や

地方自治体の支援や補助金によって引き起こされた。ボランティア活動や相互扶助のみを

目的とした「エコマネー」のようなコミュニティ通貨は、一部の限られたメンバーの間に通

貨が蓄積され、使われずに滞留するという深刻な停滞の問題に直面した。さらに、通常 3～

4 年しか続かない助成金の期限が切れると、運営を継続できなくなるケースが多かった。地

域貨幣は、自立した持続可能な取り組みとなることはできなかった。 

 

こうしたブームに先立ち、世界初のタイム・ドルあるいはタイム・バンキング・システム、

そして日本初のコミュニティ通貨としてしばしば引用される「ボランティア労力銀行」（現

在の NPO 法人ボランティア労力ネットワーク）が、1973 年に大阪で発足した。 これは、1 

時間を 1 ポイントとする原則に基づく「愛の通貨」を導入したもので、出産、育児、病気、

事故などの緊急時に相互扶助を行うことを目的としていた。1992 年、堀田力氏によって設

立された「さわやか福祉財団」がこの取り組みを引き継ぎ、「ふれあい切符」という時間預

金制度を開始し、やがて全国へと拡大していった。しかし、2000 年に政府が公的介護保険

制度を制定すると、介護支援は法定通貨である円を用いて提供されるようになり、この制度

は徐々に日常生活支援のための時間通貨へと移行していった(鶴山, 2013）。 

 

日本では、2002 年に地域活性化策として構造改革特区が創設され、その中にはコミュニテ
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ィ通貨（CC）特区も含まれていた。規制緩和により特区内での商品券の複数回流通が可能と

なり、寝屋川市が導入した「げんき」はその代表例であったが、それも 20 年の歴史を経て

2024 年にその幕を閉じた（三和, 2013）。  

 

CCの新規発行数は 2002 年に 130件でピークを迎え、その後は徐々に減少していった。2000

年代初頭までの地域通貨ブームの初期段階では、「人とのつながりを育む」ことを目的とし

たもの（エコマネー等）が最も一般的であった。しかし、2002 年以降、「地域経済の活性化」

を目的としたコミュニティ通貨（再利用可能な商品券等）が最も一般的となり、2011 年ま

でに「環境保護」を目的としたものが急浮上した（小林、宮崎、吉田、2020）。 

 

21 世紀に入り、資源の枯渇や環境・エネルギー問題が深刻化する中、経済成長や拡大はも

はや人間のウェルビーイングを増進する手段ではないという見方が強まっている。コミュ

ニティ通貨の目的は、地域経済と地域コミュニティの活性化、環境保全、そして、とりわけ

人々のウェルビーイングの向上にあるため、その使命は規模（利用額や参加者数といった）

の拡大ではなく、長期的な持続可能性にある。コミュニティ通貨は一時的な流行や短期的な

成長を追求すべきではない。それは、住民が真に必要な時に相互扶助やケアのために頼るこ

とができるよう持続可能でなければならないからだ。 

 

北海道更別村（人口 3,000 人）の公益通貨「サラリ」は、2008 年の導入以来、18 年間にわ

たって運営が続けられている。WIRのようなシステムを除けば、ヨーロッパ、北米、南米の

コミュニティ通貨も長続きしない傾向にある（例：米国の「イサカ・アワー」、カナダの「ト

ロント・ドル」、アルゼンチンの「RGT」、英国の「ブリストル・ポンド」や「ブリクストン・

ポンド」など）。世界的に見ても、長期的に持続可能なコミュニティ通貨はそれほど多くな

い。本稿では、サラリの長期存続の秘密を探る。その前に、多くのコミュニティ通貨が長期

的に持続できない理論的な理由について考察する必要がある。まずはこの問題から検討を

始めよう。 

 

1.2 マクロ的背景：グローバル化とコミュニティの浸食 

現代のグローバル資本主義は、単なる周期的な経済現象を引き起こすにとどまらない。そ

れは、市場経済の普遍的な拡大と商品化の急速な深化を特徴とする、「グローバリゼーシ

ョン」という長期的かつ構造的な潮流を体現している。歴史的に見て、いかなる経済社会

も、三つの異なる社会制度、すなわち、市場（価格メカニズムに基づく自由交換のための

私的原理）、国家（税制や社会保障を通じた公平な再分配のための公的原理）、そしてコ

ミュニティ（相互扶助に根ざした兄弟愛的な互恵のための共同体的原理）の間の微妙なバ

ランスによって、その再生産を維持してきた（Polanyi,K. 1944）。 
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しかし、1970 年代以降のグローバル資本主義の下で、市場原理は急速に拡大し、国家と地

域社会の制度的役割を徐々に置き換え、縮小させてきた（図 1）。この全面的な商品化

は、一般財を超え、育児、高齢者介護、家事サービスといった日常生活の不可欠な領域に

まで及んでおり、市場主導の「自由投資主義」という気風を助長している（Nishibe, 

2015、西部, 2011）。その結果、地域コミュニティにおける利他主義や相互扶助の精神は

著しく薄れてしまった。この制度的アンバランスは伝統的なセーフティネットを弱体化さ

せ、地域コミュニティ経済、とりわけ農村地域を深刻な社会的・経済的不安定にさらして

いる。 

（図 1）世界資本主義の長期的潮流としてのグローバリゼーション 

 

 

1.3. 制度的危機：二重の失敗とコミュニティ通貨の台頭 

このシステム的な不均衡は深刻な制度的危機として顕在化し、市場と政府の双方の同時的

な失敗、すなわち「二重の失敗」と呼ばれる事態を招いた。国家は公平な競争環境を維持

することに頻繁に失敗している。2008 年のリーマン・ブラザーズ破綻のような危機におい

ては、巨大金融機関を恣意的に救済する一方で、「自己責任」という名目で一般市民を切

り捨てる。他方で、伝統的なマクロ経済政策は構造的な行き詰まりに直面している。日本
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では、この行き詰まりは、「失われた 20 年」の間に農村部で深刻化した長期にわたるデ

フレ不況と地域社会の崩壊に象徴されていた。 

この行き詰まりを乗り越え、相互扶助の領域を再構築するため、コミュニティ通貨（CC）

への注目が高まった。草の根の勢いに後押しされ、コミュニティ通貨は市場や国家と並行

して地域社会の相互扶助の原則を再活性化させることを目的とした、自律的でボトムアッ

プ型の仕組みとして世界的に登場した。日本では、2005 年頃に大規模なコミュニティ通貨

ブームがピークを迎え、全国で 650 以上の実験が実施された。これらには、ボランティア

活動専用に設計された「エコマネー」システムや、構造改革特別区域における規制緩和を

活用した商品券型システムなどが含まれていた。 

1.4. 持続可能性への課題と「サラリ」の立場 

当初の期待にもかかわらず、こうした取り組みの大部分は短命に終わった。なぜだろう

か。端的に言えば、グローバル化に対抗する善意の取り組みとして決意と情熱を持って始

まったコミュニティ通貨でさえ、グローバル化がもたらす市場の拡大と深化への絶え間な

い圧力に耐えられなかったからである。この圧力は圧倒的であり、政府の補助金や支援が

あっても抗うことはできない。一時的な行政補助金、硬直した制度設計、あるいは使われ

ずに滞留する資金の蓄積といった制約により、ほとんどのコミュニティ通貨は自立的な運

営を実現できなかった。コミュニティ通貨の主たる使命は規模の拡大ではなく、地域のウ

ェルビーイングを高めるための長期的な持続可能性を確保することにあるため、その存続

は、住民の規範や価値観を含む地域環境に、システムがいかにダイナミックに適応し、転

換できるかに大きく依存している。 

こうした世界的な高脱落率の状況の中で、北海道の更別村（人口 3,000 人）の公共福祉型

コミュニティ通貨「サラリ」は、2008 年の創設以来 18 年間にわたり運営を維持し、長期

存続の注目すべき事例となっている。 日本には 20 年以上にわたり存続している強靭なコ

ミュニティ通貨が少数存在するものの、小規模な地方自治体における「サラリ」の高い耐

久性は、重要な学術的問いを提起している。すなわち、「サラリ」の着実な長寿の背景に

は、グローバル化に抵抗するためのどのような根本的な要因や制度的条件が存在するの

か、ということである。 

1.5. 本研究の目的、方法論、および構成 

この問いに答えるため、本稿は、アクションリサーチに根ざした「進化的制度設計」と

「コミュニティ・ドック」というアプローチの視点を通じて、サラリの軌跡を検証する。 
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サラリの構造的基盤には、北海道苫前町で実施された先行するコミュニティ通貨実験

（2004 年～2006 年）から得られた重要な教訓が直接組み込まれている。苫前町の実験

は、一次流通段階と二次流通段階を合わせてわずか 3年間しか続かなかったものの、2つ

の重要な知見をもたらした。 

1. 制度的教訓：コミュニティ通貨を効果的に循環させるには、その流通速度を高め

る必要がある。商業取引のみ（例：消費者による地元店舗での買い物や店舗・企業

間の取引）では、通貨があまりにも早く法定通貨に戻されてしまうため不十分であ

る。その代わりに、非商業的取引（ボランティア活動や相互扶助など）が商業取引

を仲介する場合、通貨の流通速度が加速し、それによって地域経済と地域コミュニ

ティが効果的に活性化される。 

2. 組織運営上の教訓：地方自治体や商工会議所・商工会iが主導する管理構造では、

住民による非商業活動への自発的な参加を促すことができない。したがって、まず

住民主導の NPO を設立して運営の基盤とし、商業団体は支援的な役割に退くことが

不可欠である。 

研究者（西部ら）によって導き出されたこれらの教訓は、更別村の現地運営責任者（及川

氏）に伝えられた。 その結果、新たに組織された運営主体は、更別村に特有な社会経済

的特性に合わせてサラリの制度設計を調整した。ここで、過去の失敗を受け入れ、反復的

な試行錯誤を通じてシステムを洗練させるこの政策アプローチを「進化的制度設計」と定

義する(西部, 2002, 2013, Nishibe, 2012a, 2012b)。サラリは、この進化的制度設計の代表的な

実証例となっている。 

さらに、本研究では、サラリの運営前および運営中に実施された「コミュニティ・ドッ

ク」手法に焦点を当てている(西部, 2006,2012, 2013,2018, Kusago, Nishibe, 2018)。このプロ

セスでは、通貨に対する意識、環境への認識、生活満足度に関する住民アンケート調査が

実施された。その際、調査結果は、地方自治体、商工会、社会福祉協議会、地元商店、住

民の代表者からなるフォーカス・グループ・ディスカッション（FGD）で提示された。 

こうした議論は、ステークホルダー間の自己省察と自発的な洞察を促し、それらはその

後、彼らの運営実践に組み込まれた。及川の証言によれば、この「コミュニティドック」

は、通貨の価値に対する住民の認識を著しく高め、地域活動における彼らのパフォーマン

スを向上させたことが確認されている。特に、彼らの活動が研究者によって研究・公表さ

れたという事実は、参加者への評価につながり、継続的な関与に対する強い内発的動機付

けとインセンティブを育んだ。 

極めて重要な点として、本論文そのものが、能動的かつ双方向的な研究手法の成果であ

る。これは、学術研究者（西部と宮崎）と実践者リーダー（及川）との間の、深く継続的
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な対話を通じて共著されたものである。サラリの 18 年にわたる歴史と変遷を検証するこ

とで、この共同執筆プロセスは、メタレベルにおいて「コミュニティ・ドック」の精神そ

のものを体現している。 

本論文の残りの構成は以下のとおりである。第一に、サラリの歴史、独自の設計、多面的

な運営を追跡する。第二に、その長寿の背景にある理論的・進化的プロセスを探求し、

NPOの運営構造と行政との連携の相乗効果に焦点を当てる。 第三に、苫前町から更別村へ

の制度的変遷を比較することで、「コミュニティ・ドック」が持つ方法論的意義について

論じる。最後に、主観的ウェルビーイング調査の実証データを分析し、サラリが農村コミ

ュニティの生活の質に及ぼした長期的な影響を評価する。 

 

2. 「サラリ」の変遷と制度的特徴 

2.1. 前史：苫前町の流通実験から得られた教訓（2005–2006 年） 

2000 年代初頭、日本各地の小規模自治体は、過疎化や地域企業の衰退がますます顕在化す

る中、深刻な危機に直面していた。こうした背景のもと、コミュニティ通貨（CC）は地域

活性化の有効な手段として広く注目を集めるようになった。 2004 年 6月、北海道商工会

連合会は、西部忠准教授（当時北海道大学）に対し、『地域通貨のすすめ』 （Nishibe、

2004）で自ら提唱した、商業取引と非商業取引を組み合わせることでコミュニティ通貨

（CC）の流通を加速させる「ダブル・トライアングル・システム（DTS）」の構想に基づ

き、パイロット事業を行うことを依頼し、そのため実施地として苫前町を選定した。実験

は 2004 年 11月に開始された。この取り組みは直ちに及川末雄が経営指導員を務めていた

更別村商工会の注目を集めた。2005 年 10月、商工会の主導のもと、更別村地域通貨事業

検討委員会（以下、更別 CC 検討委員会）を設立した。この委員会は、地方行政機関、商

工団体、社会福祉団体、および住民参加者の代表から構成される、非常に包括的な組織で

あった。重要なことは、その委員会は西部氏を学術顧問として招いたことである。 

苫前町における過去 2回のコミュニティ通貨流通実験（2004 年～2006 年）から得られた

運営上の知見が、更別プロジェクトの主要な設立基盤となった。苫前町でのアクションリ

サーチは、適切に設計されたコミュニティ通貨の流通速度が国の法定通貨（日本銀行券）

のそれを大幅に上回り、それによって地域経済に多大な乗数効果をもたらすことを実証し

た（その流通速度は法定通貨の 6～7倍）（Nishibe 2006, Kichiji, Nishibe 2008）。さらに、

コミュニティ通貨が地域社会の絆と相互扶助を強化する効果的な社会経済的ツールとして

機能し得ることも証明された。 
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しかし、苫前町では制度的・組織的な重大な限界も露呈した。この流通実験は、消費者に

よる地元小売店での買い物や店舗・企業間取引といった商業取引に大きく依存すると、通

貨があまりにも早く法定通貨に換金されてしまうため、長期的な流通が十分維持されない

ことを構造的視点から明らかにした。流通をダイナミックに維持するためには、商業取引

を、ボランティア活動や相互扶助といった非商業的な流れによって仲介・補完する必要が

あった。  

組織的視点では、苫前町の実験は、商工会が厳格に支配する管理構造の下では、非商業的

な相互扶助活動への住民の自発的な参加を促進することが困難であることを示した。 

 

2.2. 「サラリ」の創設と進化的制度設計（図 2）（2005 年～2008 年） 

更別 CC 検討委員会はこうした限界を克服するため、大阪府寝屋川市にあるコミュニティ

通貨「げんき」など、全国の先行事例について広範な比較研究を行った。実践者（及川）

と研究者（西部ら）との熟議的な対話を通じて、委員会は、更別村の社会経済的特性に特

別に合わせた独自の制度設計を意図的に追求した。その構造は、従来の商品券や標準的な

ボランティアベースの「エコマネー」とは根本的に異なるものであった。 

このハイブリッドな政策枠組はいくつかの革新的な制度的特徴によって特徴づけられた。 

• 「公益通貨」のラベリング：この通貨が、狭義の個人や商業的利益ではなく、公

共の福祉と集団のウェルビーイングを促進する機能を有することを明確に示すた

め、地域通貨と呼称せず造語を用いた「公益通貨」とした。 

• 自律的 NPOによる運営：政府主導や商業主導の団体に見られるトップダウン型の

官僚的な硬直性を避けるため、委員会は独立した非営利団体（NPO）を設立するこ

とを決定した。これにより、住民が運営の主体性と主導権を保持し、商業団体は支

援的な役割に退くことが保証された。 

• 「活性化の 3つの目標」：この通貨は、地域コミュニティ、ボランティアネット

ワーク、地域の商業経済という 3つの領域を同時に活性化することを明確な目標と

した。 

• 紙幣に有効期限なし：短期的な消費を促すために有効期限を設ける一般的な商品

券とは異なり、サラリ紙幣には有効期限が設けられていない。これにより、地域社

会内での通貨の保有や流通に対する心理的な障壁が低減された。 
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• 行政との連携：制度設計により、この通貨は自治体の行政サービスでも利用可能

となり、非公式な市民の相互扶助と公式な公共ガバナンスとの間のギャップを埋め

た。 

• 常任ボランティアコーディネーターの任命：地域の相互扶助サービスの需給を動

的に調整し、これまでの日本のコミュニティ通貨（CC）実験でよく見られた構造的

な停滞を防ぐため。 

約 3 年にわたる準備期間を経て、2008 年月に NPO法人「どんぐり村サラリ」（以下、 

NPO）が設立された。その後、運営主体は NPO設立認証書類を提出し７月に正式認証され

た。 

 2008 年 10月には、サラリの前払式支払手段の第三者発行者としての登録を完了し、2008

年 11月に更別村公益通貨「サラリ」の流通を開始した。 

「サラリ」の最大の特徴は、地域コミュニティや会員内での使用に限定され、有効期限が

ないことである。ボランティアによる利用に加え、商品券として、あるいは村税や行政手

数料の支払いに使用でき、最終的には村内のほとんどの商店街で財やサービスの支払い手

段として受け入れられている。主なニーズや課題としては、高齢者などへの支援が挙げら

れ、具体的には送迎、草むしりや剪定、家の掃除や窓拭き、ゴミ出し、除雪、買い物への

付き添いなどがある。これらのニーズに対応するだけでなく、このサービスは住民グルー

プや町内会レベルでの地域づくり活動のツールとしても活用されている。 

同 NPO が受託している公共サービス支援には、村社会福祉センターなどの公共施設の管

理、村の水道水の水質検査、積雪観測などが含まれる。また、商工会が所有するコミュニ

ティセンター「街なか交流館ma·na·ca」の一部も管理している。こうした委託業務が実

現しているのは、NPO が自治体や商工会と公益という理念を共有し、強固な協力関係と人

的なつながりを維持しているからこそであり、その結果、NPOは重要な収入源を確保し、

事業の長期的な持続可能性を保証している。 

さらに、街なか交流館ma·na·ca内のカフェは、以前は民間団体が運営していたが、その

撤退に伴い、NPO法人サラリが地域住民の交流と憩いの場として運営を継承した。 

2.3. 18 年間の組織の変遷と現在の多面的な活動（2008 年～現在） 

2008 年の設立以来、サラリは高い適応力、持続力、そして更別村への組織的定着を実現し

てきた。表 1 からわかるように、18 年間の活動の中で、NPOはサラリの償還量の変化に応

じて発行量を徐々に増やし、7年間で 400万サラリに達した後、最終的には 300万～400

万サラリの水準で安定化させた。発行から 18 年が経過した現在、未償還額は 317万サラ
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リであり、これは地域社会内で流通または保有されている貨幣ストックに相当する。この

わずかな差は、コミュニティ通貨の停滞を招く典型的な心理的・物理的な「買いだめ」が

存在しないことを反映し、極めて高い償還率を示している。この数値は、過去 5 年間の年

間平均発行額である 335万サラリをわずかに下回っている。この金額は高すぎず低すぎ

ず、適切な水準を維持している。決して多額ではないものの、村の人口 3,000 人のコミュ

ニティ通貨サラリに対する需要全体を満たす、持続可能かつ適切な規模であると見なすこ

とができる。  

2025 年 3月末時点で、協会の会員数は 231名（うち賛助会員 15名）であった。人口の約

8％が会員となっており、これは一般的なコミュニティ通貨と比較して著しく高い参加率

である。この NPOの組織構成は、通貨の流通を支える活発な市民基盤を反映している。  

図 2：100 サラリと 500 サラリのバウチャー（左）およびその流通スキーム（右） 

 

サラリの年間総運営費（2024 年度実績）は約 1,300万円で、5名の常勤職員によって運営

されている。理事は 14名（全員無報酬）である。 

設立当初から 2022 年度までは、村からの補助金（年間最大 130万円、最終的には 50万

円）を受けていたが、そこから現在に至るまで、行政の支援に頼らず、事業活動による収

益を財源として自立運営を行っている。サラリの長期的な持続可能性は、地方自治体から

の補助金や商工会からの財政支援に頼ることなく、独立した運営を維持できる能力に由来

している。 
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2008 年から 2011 年にかけての適応プロセスは、自治体による支援を受けた「商業的・非

商業的相互循環」の設立に向けた離陸段階として理解することができる。 

2008 年 11月の通貨導入直後、同 NPOは流通の商業的側面と非商業的側面の両方の基盤構

築に注力した。同団体は、更別村社会福祉協議会と重要な連携事業を開始し、ボランティ

アによる送迎サービスの運営に乗り出した。この取り組みでは、ボランティア活動や相互

扶助を「サラリ」通貨という商業システムと結びつける、相互扶助型の非商業システムを

統合した。その後、更別村にはタクシー業者が不在地域であることから個人による福祉タ

クシーが開業、経営者は福祉業務にも精通していることからサラリの役員にも参画、福祉

タクシーと NPO が地域交通問題の隙間を埋め協業し棲み分けている。 

通貨の実用的な経済的価値を確保するため、画期的な商業パートナーシップが結ばれた。

「サラリ」は地元の小売店・飲食店・自動車整備工場などにも参加を呼び掛け、主要なス

ーパーマーケット、ガソリンスタンド、全国チェーンのコンビニエンスストア（セブンイ

レブン・セイコーマートなど）を含む村内のほぼ全店舗で利用可能となった。 

（図 3）2025 年 3月 20 日のサラリのつどい（左）と ma・na・ca の建物（右） 

 

2010 年 3月、第 1回「サラリ・コミュニティ通貨のつどい」が開催され、それ以来毎年開

催されている（現在の名称は、あなたがいるから私もいる「サラリのつどい」）（図

3）。住民たちは定期的に集まり、イベントを共に楽しみ、村内の商店や社会福祉協議会

と連携してスイーツの販売や飲食コーナーを設けることで、地域コミュニティの絆を維

持・構築してきた。さらに 2010 年 6月には、北海道大学の西部教授、旭川大学の吉地望

教授ら 6名が、アクションリサーチの一環として更別村を訪問した。彼らはサラリの活動

を視察し、研修や交流を通じて必要な助言や意見を交換した。このアクションリサーチの

一環として行われたインタビュー、現地視察時の質疑応答、そしてその後のアンケートや

フォーカスグループ・ディスカッションを通じて、「コミュニティ・ドック」は主催者と
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参加者の双方に指針とインスピレーションを与えた。これは、サラリが立ち上げ初期段階

から安定した時期へと迅速に移行する上で、重要な役割を果たしたと言える。 

この商業面での全面的な統合と方法的拡大により、日本におけるかつてのエコマネーで生

じた停滞と失敗を引き起こした原因となっていた流動性の制約を克服し、地域経済の循環

のための強固な基盤を確立することに成功した。サラリの長期的な持続可能性における大

きな飛躍は、地方自治体との深い制度的連携を通じて実現した。一時的な補助金への依存

から、官民協働のモデルへと転換したのである。更別村は、住民が住民税、固定資産税、

軽自動車税などの地方税の支払いにサラリを利用できるようにすることで、先駆者となっ

た。 

同時に、NPOは自治体向けの公共サービス請負業者へとダイナミックに転換することで、

安定した運営収入を確保した。NPOは、2010 年 4月から更別村社会福祉センター・憩の

家・勤労者会館・村バス待合所トイレ・運動広場管理棟等、村内の主要な公共施設の管

理・維持・運営を正式に請け負った。後の年次には、市街地歩行者等通行量調査・水質検

査・気象（積雪）観測・村議会会議録作成にかんする業務委託を受けたことで、NPOは中

核となるコミュニティ通貨事業の運営資金となる安定した契約収入を確保すると同時に、

柔軟な地域雇用と高齢者へのアクティブ・エイジングの機会を提供した。 

更別村が深刻な高齢化に直面する中、NPOは相互扶助、包括的な高齢者ケア、そしてウェ

ルビーイングを中核的な使命として徐々に注力していった。2015 年 5月、NPOのメンバー

は村の環境美化推進協議会に正式に任命された。2015 年 11月、事務所は村社会福祉セン

ターから、商工会が運営する中心市街地活性化・コミュニティ拠点「村街なか交流館 

ma·na·ca」へ移転した。ma·na カフェの運営などの取り組みを通じて、NPOは住民との距

離をさらに縮め、住民が日常的に集まって交流できるようになり、それによって高齢者の

社会的孤立に直接的に対処するとともに、NPO でボランティア活動を行う女性の数を増や

すことに成功した。  

その後、NPOはいくつかの委員会に参加し、以下のような外部からの評価も受け、主催者

と参加者の双方の内発的動機付けを高めることに成功した。 

• 2018 年 7月：さらべつ版〝生涯活躍のまち〟推進協議会委員に任命。 

• 2018 年 8月：さらべつ版〝生涯活躍のまち〟アクティブシニア検討会に参加。 

• 2019年 9月：『日経ビジネス』の記者による取材を受ける。 

• 2019年 9月：飛騨高山で開催された第 5回貨幣革新・コミュニティ補完通貨シス

テム学会（RAMICS）において、NPO理事長が実践的な知見を発表。 

• 2019年 10月：会議の成果を共有するため、村内報告会を開催。 
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サラリの制度的レジリエンスは、内外から大きな評価を得ている。2018 年 7月、当 NPOは

さらべつ版〝生涯活躍のまち〟推進協議会委員に任命された。地域発の地域開発モデルと

してのサラリの成功は、2019年 9月の『日経ビジネス』をはじめ、全国メディアの注目を

集めた。同月、当 NPOの代表理事は、飛騨・高山で開催された第 5回貨幣革新・コミュニ

ティ補完通貨システム学会（RAMICS）で実践的な知見を発表し、2019年 10月には、この

国際的な評価を村の人々に還元するため、村内で報告会を開催しました。組織は、計画的

な世代交代と、理事会への若年層や女性の積極的な参画を通じて、運営の活力を維持し続

けており、進化的な制度設計の精神が今後数十年にわたり生き生きと息づき続けることを

確かなものにしている。 

表 1：「サラリ」通貨の年間発行・回収高（2008 年～2025 年） 

  
   

発行年度 
発  行 回  収  

100 サラリ 500 サラリ 計 100 サラリ 500 サラリ 計 

H20.10～H21.09 71,700 247,000 318,700 8,600 44,500 53,100 

H21.10～H22.09 24,700 853,000 877,700 32,200 604,000 636,200 

H22.10～H23.09 57,500 375,500 433,000 45,000 555,000 600,000 

H23.10～H24.09 163,400 1,009,000 1,172,400 123,200 756,500 879,700 

H24.10～H25.09 2,203,200 873,500 3,076,700 1,970,100 961,000 2,931,100 

H25.10～H26.03 667,900 2,018,000 2,685,900 453,700 1,436,000 1,889,700 

H26.04～H27.03 974,400 3,057,000 4,031,400 1,008,300 2,760,000 3,768,300 

H27.04～H28.03 143,100 800,500 943,600 368,000 1,503,000 1,871,000 

H28.04～H29.03 801,400 3,287,500 4,088,900 620,600 2,713,500 3,334,100 

H29.04～H30.03 856,600 3,060,500 3,917,100 751,500 2,846,500 3,598,000 

H30.04～H31.03 903,600 3,166,500 4,070,100 878,900 3,028,000 3,906,900 

H31.04～R02.03 719,500 2,881,500 3,601,000 711,500 2,702,000 3,413,500 

R02.04～R03.03 508,200 1,713,000 2,221,200 540,800 1,730,500 2,271,300 

R03.04～R04.03 615,100 2,538,500 3,153,600 554,400 2,444,500 2,998,900 

R04.04～R05.03 651,600 2,610,500 3,262,100 614,200 2,492,000 3,106,200 

R05.04～R06.03 777,000 3,560,500 4,337,500 715,300 3,196,000 3,911,300 

R06.04～R07.03 697,500 3,124,000 3,821,500 665,600 3,001,000 3,666,600 

合計 10,836,400 35,176,000 46,012,400 10,061,900 32,774,000 42,835,900 
       

サラリ券未交換額 

券種 枚数 金額 合計金額   
 

100 サラリ 7,745 774,500 
3,176,500 

 
 

500 サラリ 4,804 2,402,000  
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2008 年 10月の導入から 2025 年 3月までの「サラリ」通貨の年間発行額および償還額の推

移は、表 1 に体系的にまとめられている。 

3. 長期的な持続可能性に関する理論的・進化的分析 

3.1. メカニズム・デザイン対メディア・デザイン：進化的制度設計における「メディア

としての貨幣」 

サラリの 18 年間の存続を理論的に評価するには、進化的制度設計（Nishibe, 2002, 2012a, 

2013）のパラダイムを、主流の新古典派のメカニズム・デザインの枠組みと対比させるこ

とが不可欠である。メカニズム・デザインは、主に一般均衡分析とゲーム理論の枠組みの

中で、主体（エージェント）の合理的行動と、定常状態としての均衡への到達可能性を前

提として機能する（Hurwicz and Reiter, 2006; Maskin, 2008）。これは市場を厳密に価格メカ

ニズムとして捉え——しばしばオークション形式として形式化される——そこで標準的な不換

貨幣は、資源配分を円滑にするための中立的なベール、あるいは摩擦のない交換媒体とし

てのみ扱われる。この厳格な数学的最適化の枠組みにおいて、ルールは、投資家の合理

性、情報の非対称性、およびインセンティブの整合性という厳格な仮定の下で、静的均衡

に到達するようトップダウンで設計される。 

これとは対照的に、進化経済学に根ざした「進化的制度設計」は、貨幣を単なる取引の道

具ではなく、メディア・デザインのための統合型コミュニケーションメディアとして再定

義する（Nishibe, 2002, 2012a, 2013）。経済社会を、市場原理のみに基づいて機能する閉鎖

系として扱うのではなく、このアプローチは、ポラニー（Polanyi, K.1944）が当初概念化

したように、市場（自由な交換）、国家（再分配）、コミュニティ（互恵）という 3 つ

の異なる原理の動的な共存と相互連関を通じて、社会経済が再生産されることを認識して

いる。グローバル・キャピタリズムが市場の急速な深化を強要し、国家やコミュニティの

セーフティネットを剥奪する中、コミュニティ通貨（CC）は、最適な静的均衡に到達する

ためではなく、色あせてしまった互恵の原理を再活性化させる媒体として導入される

（Nishibe, 2002, 2013）。したがって、制度設計は一度きりのトップダウンによる構成であ

ってはならず、地域のステークホルダーの限定された合理性と変化する価値観に基づき、

試行錯誤を通じてパラメータやルールを継続的に更新できる、進化的な政策プロセスでな

ければならない。 

3.2. DTS におけるハイブリッドな流通：商業流通と非商業流通の相補性 

全国的に多くのエコマネーやコミュニティ通貨の取り組みが失敗した根本的な構造的理由

は、円滑な流通を持続できなかったことにある。ボランティア活動や相互扶助活動のみを
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目的として設計されたエコマネー・システムは、少数の活動的なメンバーの間で資金が直

線的に蓄積され、使われずに残ってしまうという慢性的な停滞に直面した。逆に、純粋な

商品券は、地元の小売店であまりにも迅速に法定通貨に換金されてしまい、システムが標

準的な市場取引に戻ってしまうため、より広範な社会的相互扶助を育むことができなかっ

た。 

サラリは、2004 年から 2006 年にかけて実施された苫前町の実験から得られた制度的・組

織的な教訓を活かしたハイブリッドな流通設計を採用することで、この構造的な行き詰ま

りを克服している。苫前町のコミュニティ通貨流通実験では、流通フローに関するネット

ワーク分析により、重要な経済原理が実証的に示された。すなわち、ダブル・トライアン

グル・システム（DTS）において通貨の流通速度を加速させるためには、非商業的取引

（ボランティア活動や互助など）と商業的取引（地元の小売店での買い物）が互いに補

完し合わなければならないということである(Nishibe 2004, Kichiji and Nishibe, 2008)。ボラ

ンティア活動を通じてコミュニティ通貨が生み出され、その際それが商業店舗で消費され

る場合、非商業的な互恵関係は、流通ツリー全体とネットワークの密度を高める原動力と

して機能する。しかし、システムが商工会議所・商工会のような商業団体によって厳格に

運営される場合、住民による自発的な相互扶助への参加を促すことができず、通貨は単な

る商業用バウチャーに成り下がってしまう。 

この進化論的な教訓を応用し、サラリは商業的な流動性と非商業的な互恵性の両方を確保

するよう意図的に設計された。地元の小売業者（スーパーマーケットやコンビニエンスス

トアを含む）の参加を確保することで、流動性の罠を解消した。 同時に、ボランティア

による輸送・ケアサービスも統合された。表 1 の累積実証データが示すように、このハイ

ブリッドな設計により、未使用資金の蓄積を防ぎ、年間発行額が高い一方で、システムへ

の償還率も常に高いというバランスの取れた関係を維持した。 

3.3. 組織の持続可能性と代謝的循環 

通貨媒体の構造的な流れを超えて、サラリの長期的な持続可能性は、市場と政府の双方の

失敗を回避する組織的ガバナンスに大きく支えられている(Ostrom, 1990)。従来の日本のコ

ミュニティ通貨は、一時的な行政補助金への過度な依存や、官僚的な地方自治体やトップ

ダウン型の商工会議所／商工会による主導であったため、3～4年で崩壊することが多かっ

た。 

サラリの進化的レジリエンスは、コモンズの持続可能なガバナンスに沿った 3つの組織戦

略に由来する： 
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• 公共・市民共同生産への移行：NPOは設立当初から 2022 年まで、初期運営を安定

させるため行政補助金を受け入れていたが、自治体から公共施設（社会福祉センタ

ーなど）の管理業務を受託することで、完全な財政的自立への移行に成功した。 

こうした収益を生み出す公共契約は、行政への依存なしに NPOの中核となる地域活

動を支える、安定的かつ長期的な財政基盤を提供している（Pestoff, 2012）。 

• 公共機能との制度的ネステイング：サラリを地方自治体の手数料や税金の支払い

に利用できるようにし、行政機関と協力することで、このシステムはコミュニティ

通貨を非公式な物々交換の輪から、正式に組み込まれた公的機関へと昇華させ、住

民の取引コストや心理的コストを大幅に削減している（Ostrom, 1990）。 

• 円滑な組織代謝と包括的リーダーシップ：NPO のガバナンスは、無報酬で献身的

な地元のリーダーたちによって支えられており、理事会には女性や若い世代も積極

的に参加している。 「ma・na・ca」（図 3）という交換施設内にあるコミュニテ

ィカフェの運営は、常に顔を合わせてコミュニケーションが行われる分散型の物理

的インフラとして機能しており、村の社会環境の変化に合わせて組織構造のパラメ

ータ設計を動的に調整することを可能にしている。 

4. 「コミュニティ・ドック」の手法とその実証的インパクト 

4.1. コミュニティ・ドックの枠組みとアクションリサーチ・プロセス 

本研究の方法論における独自の貢献は、「コミュニティ・ドック」フレームワークの適用

にある。従来のトップダウン型の社会経済評価とは異なり、コミュニティ・ドックは参加

型の政策チェックアップとして機能し、反復的な住民調査やフォーカスグループ・ディス

カッションを活用して、地域コミュニティのステークホルダー間の省察的学習と制度的調

整を促す(Nishibe, 2006, 2013,2018, Kusago, Nishibe, 2018)。更別村におけるこのアクション

リサーチ・プロセスは、2つの基礎的な実施段階を通じて実行された。すなわち、2006 年

10月 13 日のコミュニティ通貨導入前に実施された「事前調査」と、中間的な影響を評価

するために 2011 年 12月に実施された大規模な「導入後調査」である。 

2006 年の事前調査では、村内から 500世帯を選定し、村の生活に対する一般的な認識、コ

ミュニティ通貨に関する知識、および既存の商業用ギフト券（「どんぐり村ギフト券」や

「スタンプ」など）の利用率を把握した。その結果、183件の回答が得られた（回答率

36.6%）。 2011 年 12月の実施後調査では、主観的な幸福感、地域活動、生活満足度、お

よび公共福祉通貨「サラリ」との具体的な関わりについて網羅した拡張版質問票を用い、

500世帯を追跡調査した。この調査では 93.0%という極めて高い回答率（回答者 465名）

を達成し、堅固な実証データセットを構築した(Nishibe, 2018)。 
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4.2. 導入前後のデータの比較分析 

2006 年と 2011 年のデータセットを時系列的に比較すると、市民意識および地域社会の価

値に関する概念化において、著しい転換が明らかになった。 

通貨に対する認識と受容の構造的変化 

追跡調査指標が示すとおり、コミュニティ通貨の概念に対する住民の認知度は導入後に大

幅に高まった： 

• 認知度（質問：「コミュニティ通貨についてご存知ですか？」）：2006 年の事前

調査では、「よく知っている」と答えたのはわずか 24.2%（45 人）だが、 2011 年

までに、この割合は 37.4%（174 人）に拡大した。「聞いたことがある」と答えた

人々（2011 年は 58.3%）と合わせると、全体的な基礎認知度は 95.7%に達し、一方

で「全く知らない」という層は 15.6%から 3.2%へと激減した。 

• 認識（質問：「コミュニティ通貨についてどのように認識していますか？」）：

貨幣が何を意味するかという概念化には、明確な質的変化が見られた。コミュニテ

ィ通貨と「ボランティア活動」を結びつける回答は、18.6%（34 人）から 26.0%

（121 人）へと増加し、貨幣と市民による相互扶助との間の認知的関連性が深まっ

たことを反映している。 一方、「地域活性化」は依然として制度上の支配的なア

イデンティティであり、2011 年には人口の 39.4%がこれを認識していた。 

通貨流入経路と取引の利用状況 

2011 年の調査では、サラリが日常生活に具体的にどのように組み込まれているかが明らか

になった。 

• 獲得チャンネル：サラリをどのように入手したか（複数回答可）という質問に対

し、60.2%が「入手したことがない」と回答した。しかし、サラリを積極的に流通

させている人々の中で、主な入手経路は互恵や共同体の支援と深く結びついてい

た。12.0%が「支援への謝礼」として、9.5%が「地域のボランティア活動への参加

に対する感謝の印」として、14.0%が「贈り物、お祝い、見舞い」として、非公式

な社会的ネットワークを通じて入手していた。NPO からの直接購入はわずか 8.0% 

に留まった。 

• 利用目的：支出先（複数回答可）については、「商店街での買い物」が 29.9%

（139 名）で最も多く、社会的相互扶助が地域経済の流動性へと効果的に転換され

ていることが確認された。これに続いて、「手伝ったお礼」が 8.4%であった。 
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「税金の支払い」や「公共施設の利用料」などの制度的な利用は、この段階ではそ

れぞれ 0.4% と、初期のベースラインにとどまった。 

4.3. 主観的幸福度と地域社会との結びつき：2011 年のベースライン 

2011 年の「コミュニティ・ドック」は、コミュニティ通貨システムと主観的ウェルビーイ

ング（SWB）との間に実証的な関連性を確立した。更別村住民の平均ウェルビーイング度

は 10点満点中 7.04点と記録された。これは、内閣府の調査で報告された全国ベースライ

ン平均の 6.47 点と比較して、約 10％高いという著しい上昇を示している。 

重要な点として、クロス集計分析により、SWBは市民参加と制度的認知によって大きく層

別化されていることが確認された： 

• 地域参加と主観的幸福感：地域活動に積極的に参加した住民は、非参加者に比べ

て一貫して高い平均幸福度スコアを示した。 この差は、ボランティア活動（参加

者：7.73点 対 非参加者：6.93点）、PTA活動（7.55 対 6.96）、および地域の女

性の会（7.49対 6.99）において最も顕著であった。 

• サラリへの認知度とウェルビーイング：サラリに対する認知度とウェルビーイン

グとの間に、正の相関関係が確認された。 サラリについて「よく知っている」と

回答した人々の平均幸福度は 7.24点と最も高かった。「聞いたことがある」と答

えた人々の平均は 6.96点であったのに対し、「全く知らない」と答えた住民の平

均は 6.07 点という基準値まで低下した。この差は、制度の認知度と地域メディア

への統合が、個人のウェルビーイングの向上と密接に関連していることを強く示唆

している。 

4.4. 縦断的ウェルビーイング指標（2022–2025 年）：SCI-Japan LWCI分析 

サラリの長期的な制度的影響を追跡するため、本分析では、スマートシティ研究所（SCI-

Japan）が運営する「住みよいウェルビーイング都市指標（LWCI）」の自治体ダッシュボ

ードから得られた、直近の個人調査データ（2022～2025 年）を取り入れている (SCI-

Japan, 2022)。 

表 2：更別村総合ウェルビーイング指数の推移（2022 年度～2025 年度） 
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指標／測定項

目 

2022 年度

（n=944） 

2023 年度 

(n=750) 

2024 年度 

(n=517) 

2025 年度

（n=411） 
変化の範囲 

個人の幸福度

（0～10 点） 
7.1 7.1 7.1 7.1 ±0.0 

生活満足度（0

～10 点） 
— 6.7 6.6 6.9 

+0.3 

(6.6→6.9) 

5 年後の幸福度

（0～10 点） 
— 6.5 — — — 

町の幸福度（0

～10 点） 
6.5 6.5 6.5 6.5 ±0.0 

他者の幸福感

（1～5点） 
— 3.4 3.4 3.4 ±0.0 

注：「—」は当該会計年度において測定されなかった項目を示す。すべてのスコアは地域別のサンプル平均値である。 

表 2 に示すように、個人の幸福度は 4 年間にわたり 7.1 点と極めて安定しており、

2011 年の調査結果から大きな変動は見られず、全国平均の 6点を常に上回っている。幸

福度の統計的モードは、全年度を通じて 8点（23.5%～23.9%を占める）であり、高得点グ

ループ（6～10点）は全人口の 70%以上を占めている。 

同時に、「生活満足度」も好転し、2025 年度には 6.9 点という最高水準に達した。この推

移は、2022 年 6月に開始された「スーパービレッジ構想」の本格的な展開と相関関係にあ

る。 対照的に、「町全体の幸福度スコア」は 6.5点で横ばいとなった。このわずかな差

（個人のスコアより 0.6点低い）は、住民が自身の状況を高く評価する一方で、より広範

な集団的状況をやや保守的に評価するという、構造的に共通する全国的な傾向を反映して

いる。「周りの人々は幸せそうに見える」という指標は、5点満点中 3.4ポイントで安定

しており、中央値の 3.0を十分に上回っている。 

4.5. 因子分析：農村の豊かさと利便性の二面性 

更別村の主観的幸福感（SWB）の構造的要因を分析するため、表 3 には 24 の具体的要因に

わたる標準化された主観的スコア（全国平均を 50 に調整）と客観的統計指標を記載し

た。 
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表 3：主観的および客観的ウェルビーイングスコアの因子別内訳（2022～2025 年度） 

要因分類 
主観的 

2022 年度 

主観的 

2023 年度 

主観的 

2024 年度 

主観的 

2025 年度 

客観的 

2025 年度 

環境調和 — 108.8 98.4 106.3 57.9 

地域社会とのつ

ながり 
87.8 105.8 81.8 87.0 55.2 

子育て — 91.5 82.4 75.4 48.0 

ネイチャーズ・

バウンティ 
83.0 76.7 77.9 78.7 50.5 

住環境 82.9 72.3 77.3 78.7 55.1 

自然災害（安全

保障） 
— 92.0 74.6 85.0 48.7 

文化・芸術 82.3 81.6 68.9 72.5 44.4 

自己効力感 — 57.8 60.5 69.1 68.3 

医療・福祉 65.1 71.6 60.1 65.9 53.7 

地方自治体 75.0 70.5 61.9 63.2 51.0 

事故・犯罪 — 76.9 54.8 59.5 66.5 

初等・中等教育 — 60.8 54.5 55.4 40.8 

多様性と寛容 — 73.4 56.6 55.5 44.5 

教育機会の豊富

さ 
— 59.8 50.1 53.6 46.1 

デジタルライフ — 58.7 50.2 50.3 41.1 
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要因分類 
主観的 

2022 年度 

主観的 

2023 年度 

主観的 

2024 年度 

主観的 

2025 年度 

客観的 

2025 年度 

公共空間 70.8 63.1 51.5 48.5 44.2 

都市景観 — 53.4 43.0 43.7 35.7 

起業 75.4 53.0 39.6 37.7 44.0 

レクリエーショ

ン・娯楽 
— 37.6 31.1 36.7 56.3 

交通 — 36.1 34.4 35.5 27.5 

雇用と所得 — 42.8 32.8 32.7 67.5 

ショッピングと

食事 
— 17.2 15.9 19.9 41.4 

注：標準化スコアは、50 が全国平均となるよう換算されています。主観的評価が高いグループと著しく低いグループ

の存在は、農村部のウェルビーイングにおける内部的な二極化を浮き彫りにしています。 

因子分析による主要な構造的知見 

1. 農村の豊かさの核心的な強み：「環境との調和」（2025 年度：106.3）、「地域社

会とのつながり」（87.0）、「子育て」（75.4）といった要因は、一貫して極めて

高い水準で推移している。これは、村の農業景観と、確立された相互扶助のネット

ワークが相まって、住民に深い主観的価値を提供していることを裏付けている。 

2. 生活の利便性における慢性的な制約：一方で、「買い物・外食」のスコアは極め

て低い水準（2025 年度：19.9）にとどまっており、「移動・交通」の構造的に低

いスコア（35.5）と並んでいる。 これは、大規模農業セクターの客観的な経済状

況は高い（客観的所得：67.5）一方で、職業上の自由やライフスタイルの利便性に

対する主観的な満足度は依然として低い（主観的所得：32.7）という、鮮明な二極

化を浮き彫りにしている。 

3. 公共・行政資本の浸食：4年間の追跡期間において、「起業」は約 38ポイント

（75.4➔37.7）という急激な低下を記録し、起業家精神の指標が著しく低下してい

ることを浮き彫りにした。同時に、「公共空間」（48.5）と「地方自治体」

（63.2）の両方とも、着実な下降傾向を示している。 
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4. 自己効力感の拡大：こうした低下傾向とは対照的に、「自己効力感」は大幅な上

昇を示し、2023 年度（57.8）から 2025 年度（69.1）へと上昇した。この改善は構

造的に、スーパービレッジ構想を通じた住民参加の拡大と、コミュニティ通貨「サ

ラリ」によって維持される活発な対面型相互扶助ネットワークの相乗効果によるも

のと解釈される。 

結論として、公益通貨「サラリ」は、高い地域結束、子育て環境、個人の自己効力感を確

保する制度的安定化装置として機能しているものの、その現在のパラメータ設定では、買

い物利便性や地域経済の流動性における構造的な欠陥を直接的に解消するには至っていな

い。 更別村は、典型的な二極化したウェルビーイングのプロファイルを示している。す

なわち、個人の幸福は、農村環境の豊かさと市民間の相互扶助によって確実に守られてい

る一方で、将来の地域の持続可能性や生活上の利便性に関する長期的な懸念によって制約

されている。 

5. 結論と考察 

5.1. 核心的な問いへの回答：なぜ大半のコミュニティ通貨は失敗するのか、そしてなぜ

サラリは成功しているのか 

本研究は、本論文の冒頭で提起した根本的な問い、すなわち「なぜコミュニティ通貨

（CC）は一般的に長期的に持続可能ではないのか、そして逆に、更別村におけるサラリ

の 18 年間にわたる例外的な存続と継続的な運営を何によって説明できるのか」に取り組

んだ。  

文献や初期の歴史的潮流から見て、世界および日本国内におけるコミュニティ通貨の取り

組みの大部分は、長続きしない傾向にある。2000 年代初頭に日本全国でブームとなった、

非換金型で非商業的な「エコマネー」システム（北海道栗山町での比較的大規模な「クリ

ン」実験を含む）は行政主導であったこと、一時的な補助金への依存度が高かったこと、

そして孤立したボランティアの輪の中で通貨の流通が停滞してしまったことから、結局は

長続きしなかった。同様に、アルゼンチンの RGTや英国のブリストル・ポンド、ブリクス

トン・ポンドといった著名な国際的な事例も、長期的な流通を維持する上で構造的な限界

に直面した。CCの根本的な使命が、取引規模の無限の拡大ではなく、住民のための長期的

かつ信頼できる相互扶助のセーフティネットを維持することにあるからこそ、サラリの長

期存続の秘訣を理解することは学術的・実践的に極めて重要である。  

本論文で記録された実証的知見とアクションリサーチに基づき、サラリの 18 年という驚

くべき長寿は、以下の 5つの構造的要因が複合的に作用した結果であると考察される。  
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1. 「進化的制度設計」と複数回流通アーキテクチャ：サラリは、地域経済と地域コ

ミュニティの活性化を同時に図るための公共福祉型通貨（NPOは「公益通貨」と自

称）として制度設計された。硬直した静的なモデルに固執するのではなく、過去の

失敗したシステムを試行錯誤しながら改良することで進化を遂げた。具体的には、

国の「構造改革特区」における規制緩和を積極的に活用することで運用上および法

的に可能となった複数回循環型商品券を更別村の地域実情に密接に適合させながら

導入した。この長寿は、進化的制度設計（Nishibe, 2002, 2012a, 2018）という手法

の実用的な有効性を強く示唆している。  

2. 二重の目的のバランスをとる NPOのガバナンス構造：北海道商工会連合会による

苫前町での以前のコミュニティ通貨実験から得られた重要な運営上の教訓を直接踏

まえ、更別村は、商工会や行政機関ではなく、独立した NPO を中核的な運営主体と

して設立した。この独自の組織構造は、地域経済の活性化（幅広い商店参加によっ

て確保）と地域コミュニティの活性化（ボランティア活動や互助の継続的な実践に

よって維持）という二つの目的のバランスをうまく取っている。  

3. 強力な行政協力と官民協働：村行政との構造的な協力関係は極めて強固である。

サラリは公的機能に深く組み込まれており、住民は住民税や行政施設利用料の支払

いにこの通貨を使用できる。さらに、地方自治体は NPOに公共施設管理契約を正式

に委託しており、一時的なプロジェクト補助金に依存することなく通貨システムの

財政的自立を保証する安定した運営収入を確保している。  

4. 安定した中核的リーダーシップと包摂的なコミュニケーション基盤：NPOの内部

ガバナンスは、中核メンバーによる安定的かつ強靭なリーダーシップによって支え

られている。多くの女性スタッフが最前線で積極的に参加していることが、深い社

会的信頼と地域社会への定着をもたらしている。特に重要なのは、実店舗であるカ

フェの日常的な運営が、気軽な相談や交流の場として機能していることであり、こ

れにより社会的孤立を防ぎ、住民の日常的なニーズに応じたパラメータの調整が可

能となっている。  

5. 「コミュニティ・ドック」フレームワークを通じた参加型アクションリサーチ：

学術研究グループは、客観的な観察ではなく、参加型アクションリサーチという積

極的な姿勢を維持した。「コミュニティ・ドック」フレームワークの長期的な実

施、システム設計への研究者の継続的な関与、生活満足度およびウェルビーイング

に関する縦断的調査による実証的フィードバック、そして多者間対話の積極的な促

進を通じて、深い人間関係と共有された価値観の醸成に成功した。この大学と地域

コミュニティの連携は、地方行政、住民、利用者間の不可欠な信頼関係を強化し、

サラリの長期的な運営を支える正当性と信頼性の重要な制度的源泉となった

(Nishibe, 2006, Kusago, Nishibe, 2018)。  
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5.2. 地域のウェルビーイングと持続可能性に対する政策的示唆 

これら 5つの要因を統合することで、高齢化・過疎化する農村社会における地域活性化と

持続可能なコモンズ・ガバナンスに向けた重要な政策的示唆が得られる。第 4章で分析し

た更別村の二極化したウェルビーイング像——すなわち、農業による莫大な物質的豊かさ

と、日常生活の利便性（買い物や移動）における慢性的な主観的欠如が共存している状況

——は、経済成長だけではもはや人間のウェルビーイングを高める唯一の手段となり得ない

ことを示している。  

したがって、持続可能なコミュニティ通貨（CC）は、一過性の流行や単なる拡大を追求し

てはならない。むしろ、政策介入においては、CC を、近年の「スーパービレッジ構想」の

ような空間的・デジタルな福祉インフラと相互に連携するよう設計された統合的なコミュ

ニケーション媒体として扱う必要がある。外部からの経済的収益を、内部の非市場的な相

互扶助ネットワークへと転換することで、適切に連携されたコミュニティ通貨は、市民の

自己効力感と長期的なウェルビーイングを効果的に育むことができる。  

5.3. 結語 

結論として、サラリは、貨幣が意識的に再設計され、市民の相互扶助と地域ケアのための

強靭なメディアとなり得ることを証明する国際的なベンチマークとして位置づけられる。

共同研究の成果物として、本論文自体——地域に根差した NPOの実務家、地域プロジェクト

設計アナリスト、進化・制度経済学者による省察的な対話を通じて共著された——が、進化

的制度設計とコミュニティ・ドック手法が提唱する試行錯誤と学習のループの本質そのも

のを体現している。  
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i 日本では、商工会議所と商工会は、いずれも地域を基盤とする公益的な経済団体である。両者の主な違

いは、管轄範囲、規模、および会員構成にある。具体的な違いを以下にまとめる。 

1. 管轄範囲と規模：商工会議所は主に大都市や都市部で活動しており、経済産業省の経済産業政策局の

直接管轄下にあり、商工会議所法に基づいて設立されている。一方、商工会は小規模な町や村で活動し

ており、経済産業省の外部局である中小企業庁の管轄下にあり、商工会法に基づいて設立されている。 

2. 対象企業：商工会議所は主に中堅・大企業を対象としている。一方、商工会は中小企業（SME）や零細

企業の支援に重点を置いている。 

商工会議所は中小企業庁の厳格な監督下にあるため、その予算、重点分野、法的使命のすべてが、零細企

業や地域社会への支援に密接に合わせられている。一方、商工会議所は経済政策の主要局の管轄下にある

ため、地域政策の提言、国際貿易関係、大規模な産業開発などを含む、より広範な権限を有している。 

 


